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[1]分 析 の視点

「2009年 度近畿大学学生 の人権意識調査」に関す る本論 での分析 テーマ は次の3点 である。

第1は 、大学生 とい う若者 世代 が、今 日どのよ うに部 落差別の問題 を受止 めているのかにっ

いての検証で ある。検証軸 として取 り上げたのは、 「部落問題 の認知」(問6)、 「部落差別の現

実認識」(問13)、 「部落問題 の学習経験」(問10)、 「部落 問題解決へ の展望」(問14)、 「部落

解放運動 について」(問18)で あ る。

またこの間の変化 を探 るために、大阪府 が2000年 に実施 した 「同和問題 の解決 に向けた実

態等調査」にお ける 「府民意識調査 」の結果の うち、「15～19歳 」のデータ との比較 を行 う(以

下、 「大阪府2000年 調査」 とす る)。 比較 の意味 を高めるた めに、本調査のデー タは 「卒業 中

学校 が所在す る都道府 県」を 「大阪府 」 とした学生のデー タを用い ることとしこれ を 「大阪府

出身学生」 と表現す る。条件 が異 なるので 「正確 な変化」 とは言 えないが、一定 の傾 向を これ

に よって把握す ることができるもの と考 え られ る。

第2は 、部落 問題の解決 のためにはど うして も乗 り越 えなけれ ばな らない 「部落分散論 」「寝

た子 を起 こす な論」「宿命論」に対す る学生の認識状況の確認で ある。これ らはいずれ も、部落

問題解決に向けた取 り組み を疎外 してきた 「理論」 であるが、この間の同和教育が こ うした差

別 の捉 え方 に対 して有効 に作用 しているのか ど うかも合わせ て検証 したい。

第3は 、結婚 における態度 についての分析 である。結婚 は、近い将来 において学生達 が部落

問題 と直接 関わ る可能性が高い課題 である。結婚 にお ける学生達が選択 した態度 に、従来か ら

いわれている 「刷 り込み」理論や家族 の考 え方 が果た して どの程度 、影響 を与 えているのか を

確かめたい。さらに、「自己責任論」をは じめ とす る最近 の新 自由主義的 な考 え方 とのかかわ り

についても検証 を進 める。

最後 に、分析か ら得 られた知見にも とついて、今後の教育実践にお ける課題 を記す。

[2]大 阪の若者 に見 る部落問題認識の現状 と変化(第1の 分析視 点)

(1)部 落差別の現実認識の希薄化

現在社会に 「被部落差別」「同和地 区」な どと呼ばれ 、差別 を受 けてい る地区があること、ま

たは 「部落 問題」 「同和問題 」 とか 「部落差別」と呼ばれ る問題 があるこ とを知 ってい る割合 は表

1の 通 り、 「大阪府 出身学生」が77.3%、 「大阪府2000年 調 査」が79.8%と ほぼ同 じである。

しか し表2の 通 り、就職 における具体的な差別の現実 にっいては、「大阪府 出身学生」の認識

は60.5%で 、「大阪府2000年 調査」の75.1%よ り14.6ポ イ ン ト低い。また、結婚における具

体的 な差別 の現実 にっいては、 「大 阪府 出身学生」の認識 は46.6%で 、 「大阪府2000年 調査」

の73.6%よ り27.0ポ イン ト低い。

部落問題 について、漠 とした認識 があるものの、それが リア リテ ィを もって捉 えられ な くな

ってきている状況が うかがえる。

表1部 落問題 についての認知

回答者数 知っている 知らない 無回答

大阪府出身学生 453 77.3% 15.5% 7.3%

大阪府2000年 調 査 242 79,896 遷9.496 0,896
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表2部 落差別の現実についての認識

回答者数 就職における差別(不
利になること)が ある

結婚における蓬別(不
利になること)が ある

大阪府出身学生 453 60,596 46,696

大阪府2000年 調査 242 75.1% 73.6%

(2)部 落問題学習の経験 が大 き く減 っている

表3は 、小学校、 中学校 、高校での 「同和教育 ・部落問題学習」 の経験 をたずねた結果であ

る。 「大阪府 出身学生」 にお ける学習 を受 けた者 の割合は、小学校で38.3%、 中学校46.4%、

高校 で22.3%と いずれ も半数 に届いていない。

これ を 「大阪府2000年 調査」の結果 と比較する と、小学校 で13.8ポ イ ン ト、中学校 で18.1

ポイ ン ト、高校で9.1ポ イ ン ト、いずれ も大 き く下がってい る。 ここ10年 間に、大阪の学校

教育 において部落問題 学習 が減少 していることが推測 され る。

表3.部 落 問題学習の経験

回答者数 小学校で受けた 中学校で受けた 高校で受けた

大阪府出身学生 453 38.3% 46.4% 22.3%

大阪府2000年 調査 242 52.1% 64.5% 31,496

(3)部 落問題解決への展望が持 てていない

部落差別の現実 を近い将来にな くす ことができるのだろ うか。 その間に対す る結果が表4で

ある。 「大 阪府2000年 調査」では、就職差別 と結婚差別 に分 けて質問 しているが、 「完全にな

くす こ とができる」 と 「かな りな くす ことができる」の合計は、就職差別が66.2%、 結婚差別

が68.3%と なってい る。「な くす ことは難 しい」との悲観 的展望 はいずれ も30%台 前半である。

ところが 「大阪府 出身学生」では、「完全 にな くす ことがで きる」 と 「かな りな くす ことがで

きる」の合計が41.1%に とどま り、逆 に 「な くす ことは難 しい」が58.5%と 半数 を超 えている。

部落問題 の認知(表1)や 差別の現実 の認識(表2)に 加 えて、解決へ の展望が あっては じ

めて取 り組 みは展開 される。解決への見込みがない とい う受止 め方か らは、積極的な態度や行

動 は期待 され ない。その意 味か ら、「な くす ことは難 しい」とい う認識 が過 半数 を超 えている現

実があ ること、そ してそれ が大 きく増加 している実態 は深刻 に受止めたい。

表4.部 落 問題解決へ の展望

回答者数 完全になくす
ことができる

かなりなくす
ことができる

なくすことは

難しい
無回答

大阪府出身学生 453 5,196 36.0% 58,596 0.4%

大阪府2000年 調査
(就職差別)

145 11.7% 54,596 33,896 一

大阪府2000年 調査
(結婚差別)

142 7,796 60,696 31.7% 輌

(4)被 差別当事者の取 り組みへ の理解が高 い

表5は 、被 差別部落 の人たちが展開 している運動に対す る意見をたずねた問18の 集 計結果
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である。「部落 問題 を解決す るた めに、被差別部落(同 和地区)の 人たちが団結 して運動す るの

は当然だ」が36.4%、 「部落問題 の解決や人権 の確 立をめ ざした運動 に学んで、被差別部落(同

和地 区)以 外 の人 ももっ と団結 して要求 を出すべ きだ」が25.5%と 、当事者が団結 して社会に

働 きかける運動 をす ることに対する肯定的評価 が高い割合 を示 してい る。

逆 に、「差別 されてい る被差別部落(同 和地 区)の 人た ちの気持 ちはわかるが、集 団で行動す

るのは感 心できない」が5.8%、 「みんな言いたい ことが あって もがまん している。 自分達だけ

要求す るのはよ くない」が5.2%と 、取 り組 みを否定する意見 は低い数値 となっている。

近年 、同和行政にかかわる とされ た不祥事 がマス コ ミで大 々的 に報道 された。特定の個人の

不正行為 が、当事者 の肩書 きや 「同和」 とい うネー ミングの下で繰 り返 し報道 され た。 こ うし

た中で、部落 に対す るネ ガテ ィブなイ メージが広が り、偏見 が助長 され 、部落解放運動に対す

る否定的な評価が流布 され たのではないか と心配 されてきた。 しか し本調査の結果 は、少な く

とも若 い世代 には、必ず しもそ うではない ことを教 えて くれ た。また、当事者が団結 して立ち

上が ることへ の理解 が高いこ とは うれ しい結果 である。

表5部 落解放運動についての意見

部落問題を解 差別されてい みんな言いた 部落問題の解
決するために る被差別部落 いことがあっ 決や人権の確
被差別部落(同 (同和地区)の てもがまんし立をめざした

和地区)の 人 人たちの気持 ている。 運動に学んで、

全体 たちが団結し ちはわかるが、自分たちの要 被翻1郵落(同 わからない 無回答
て運動するの 集団で行動す求だげするの 和地区)以外
は当然だ るのは感心で はよくない の人ももっと

きない 団結して要求
を出すべきだ

917 334 53 48 234 236 雇2
全体

100.0 36.4 5.8 5.2 25.5 25.7 1.3

[2]「 部落分散論」「寝た子 を起 こすな論」「宿命論」と部落問題学習の経験(第2の 分析視点)

部落差別 をな くす ための考え方 の一つに、「被差別部落(同 和地区)の 人々がかたまって住 ま

ないで、分散 して住む よ うにする」(問19の4)と い うものがあ り、「部落分散論」 と呼ばれ て

い る。ふ とうなず いて しまいかねない この考 え方は、差別 の原 因を被差別部落の側 に認 め、強

制分散移住 を部落の人 々に強いる とい う実はひ どい考 え方で ある。

「そっ としておけば 自然にな くな る」(問19の11)と い う考 え方 は、「寝 た子を起 こす な論 」

と呼ばれてい るもので、 同和教育や啓発活動 などに よって部落問題 を教 えることがかえって差

別 を温存 してい るとい う主張である。全 ての市民において完全に部落 問題認識 がゼ ロになるこ

とが可能で あれ ばこの考 え方 も有効であろ う。 しか し私達の知識や認識 は、学校や行政 によっ

て提供 され る 「公 のもの」か らだけ形成 されてい るのではない。む しろ、 日常生活 において空

気 を吸 うが ごとく吸収 され蓄積 されているもののほ うが多数である。そ してその社会に漂 って

い る部落 問題認識 はまだまだ差別 を助長す るものが多い。 したがって、 同和教育や啓発活動 を

抑制す るこ とは、結果 として正 しい部落問題認識 の蛇 口を閉めて、間違 った理解 の拡大を許す

ことになって しま うこ とを意 味す る。 実際、 日本社会 は明治以降、長 きにわたって部落問題解

決 に向けた教育や啓発が取 り組 まれて こなかった とい う 「寝た子 を起 こすな論」 の時代を経て

きたが、その結末 は部落差別 の解消ではな く、む しろ差別の拡大強化 となったこ とは歴 史の事

実が示 してい る通 りである。
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こ うした差別 の捉 え方 は、「部落 問題 を解決 しよ う」 とい う善意に立脚 している場合が多い。

しか しその主観的な思い とは裏腹 に、「部落分散論」や 「寝た子を起 こす論」は、「どんなこ と

を して も差別 はなくな らない」(問19の12)と い う 「宿命論 」とともに、部落問題解決 に向 け

た社会的営み を否定 してきた ことは確 かで ある。

「部落分散論」や 「寝 た子 を起 こす論」、「宿命論」 を克服 し、部落問題 が社会問題 として ど

れだ け認識 されてい るのか。その ことに学校教育 は どこまで効果 を発揮 してきたのかは、本調

査 にお ける関心事の一つ であった。 しか し表6の 通 り、「部落分散論 」は31.3%の 学生 に 「重

要だ と思 う」 とされてお り、「寝 た子 を起 こす論」は13.0%、 「宿命論」は18.8%の 支持 を得て

い る。

さらに残念 なのは、小 ・中 ・高にお ける同和教育 ・部落問題学習の経験が ある学生 において

も、 こ うした状況 に変 わ りはない とい う現実が示 された ことである。議論 を深 めたい。

表6同 和教育 ・部落問題学習の経験 と差別の捉 え方

部落分散論
寝た子を
起こすな論

宿命論

全体 31,396 13,096 18,896

同和教育 ・

小学校で受けた 26.9% 11.9% 17.7%

中学校で受けた 32.6% 12,096 18,696
部落問題学
習の経験

高校で受けた 29.2% 11.5% 17.0%

受けたことはない・覚えていない 34,996 12.3% 17.9%

[3]結 婚における態度 と影響 を与えているもの(第3の 分析視点)

(1)結 婚における態度

結婚問題 については、本調査の問16に おいて 「あなたが好 きにな り結婚 したい と思 う人が

被差別部落出身(同 和地区出身)だ と分 かった とします。その場合、 あなたは どんな態度 を と

ると思います か」 との形 で質問 している。

表7は 、 これ に対す る回答結果で ある。 「考 え直す だろ う」が3.6%、 「迷いなが らも、結局

は考 え直す だろ う」10.6%あ り、合計14.2%の 学生が結婚 を断念す る可能性 を表明 している。

これは決 して低い割合 ではない。約7人 に1人 が結婚差別 の可能性 を今 の時点です でに示 して

いるのである。

表7部 落出身者との結婚における態度

全体
考え直すだ
ろう

迷いながらも、
結局は考え
直すだろう

迷いながらも、
結局は問題に
しないだろう

まったく問
題にしない
だろう

無回答

全体
917 33 97 338 446 3

100.0 3.6 10.6 36.9 48.6 0.3

(2)結 婚 における態度に影響 を与 えているもの

では、こ うした態度 の違いに影響 を与 えているものは何 なのだ ろ うか。ここでは、〈A>「 刷

り込 み」 による影響、 〈B>家 族 の部落問題 にお ける態度の影響 、〈C>社 会観の影響 、 とい

う3つ の観 点か ら探求す ることにす る。
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<A>「 刷 り込み」 による影響 とは、は じめて部落 問題 に接 した ときの内容が、後々まで 当

事者の部落 問題観 に影響 を与える とい うもので ある。 ここではその 「刷 り込み」 を、初 めて部

落問題 とであった認知経路(問8)と 、は じめて部落 問題 を知った ときの内容(問9)か らう

かが うことに した。

なお認知経路では、10%以 上 の回答 があった 「父母 など家族 か ら聞いた」 と 「学校 の授業で

教わった」の2つ を取 り上げる。また 「結婚 における態度(問16)」 は、「考 え直す だろ う」 と

「迷いなが らも、結局 は考え直すだ ろ う」を合わせ て 「考 え直す グル ープ」 とし、「まった く問

題に しない」 と 「迷い なが らも、結局は問題 に しない」 を合わせ て 「問題 に しないグループ」

として集計 している。

表8は 、そのク ロス集 計結果で ある。認知経路では、父母な ど家族か ら聞いた場合 に 「考 え

直すグループ」が26.9%も いるのに対 して、「学校 の授業で教 わった」場合は11.9%に とどま

っている。また初 めて知った時の内容 が 「部落差別 を残 した り、拡大す るような内容」 であっ

た ときには 「考え直す グループ」が27.1%に 達 してお り、 「部落差別 をな くそ うとす る内容」

の場合 には12.7%で あった。部落問題 との初 めての出会い方の重要性が示 されてい る。

表8認 知経路や内容と結婚における態度

考え直すグループ 問題にしないグループ

全体 14,296 85.5%

認知経路
父母など家族から聞いた 26,996 73.1%

学校の授業で教わった 11,996 88,196

内容

部落差別をなくそうとする内容 12,796 87.3%

部落差別を残したり、拡大するような

内容
27.1% 72,996

<B>家 族 の部落問題 にお ける態度 の影響は、問17「 あなたが好 きにな り結婚 したい思 う人

を家族 に紹介 した ところ、『よさそ うな人だね』と喜んで くれ ま した。その後 で、その人が被 差

別部落 出身(同 和地 区出身)だ と分かった とします。その場合、 あなたの家族は どんな態度を

とる と思います か。あなたに とって、影響力 のある家族 の人 を思い浮かべなが ら答 えて下 さい」

の回答結果 とのクロス集計 を取った。

表9は その結果であ る。「頭か ら反対す るだ ろ う」お よび 「迷 いなが らも、結局は反対す るだ

ろ う」を選択 した回答者 においては、「考え直す グループ」が50%前 後 と高い。これ に対 して、

「ため らうことな く賛成す るだろ う」 においては 「考 え直す グループ」が0.9%、 「迷いなが ら

も、結局は賛成す るだろ う」 においては7.9%と いずれ も明 らかに少 ない。家族 の影 響の大 き

さが如実に表れてい る。

表9家 族の反応と結婚における態度

考え直すグループ 問題に しないグループ

全体 14.2% 85.5%

頭から反対するだろう 53,396 46,796

迷いながらも、結局は反対するだろう 46,396 53.7%

迷いながらも、結局は賛成するだろう 7.9% 92,196

ため らうことなく賛成するだろう 0,996 99.1%
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<C>社 会観 の影響 は、問25の ① ～⑥ の質問に対す る回答 との関わ りを確か めることによ

って検証す る。 その際、問25の 回答結果 を次のよ うに加 工 して用い る。

1.各 質問の回答 で、「1.Aの 意見に賛成」 と 「2.ど ち らか とい うとAの 意 見に賛成」を

「Aの 意見 のグループ」 とし、「3.ど ち らか とい うとBの 意見に賛成」 と 「4.Bの 意

見 に賛成」 を 「Bの 意見の グルー プ」 とす る。 なお 「5.わ か らない」は欠損値扱い と

した。

2.そ の上で、問25の ①～⑥の回答結果を因子分析(バ リマ ックス法)し た。 回転後の成

分行列 は表10の 通 りで あ り、①④⑥ と②③⑤ のグル ープに分類 できた。 この うち①④

⑥ をAの 意見 内容 か ら 「新 自由主義的考え」 とし、②③⑤ を 「人権尊重的考え」 とネー

ミングす る。

3.全 回答者 の回答結果 において、「Aの 意見のグルー プ」 を選択 した者 に1点 を与え、「B

の意見 のグル ープ」を選択 した者 は0点 として、各回答者 の①④⑥ 「新 自由主義的考 え」

と②③⑤ 「人権尊重的考え」 の得点 を算 出す る。 その結果、それ ぞれの合計得点は0点

か ら3点 の間に分布す ることとなる。

表11は 、その得点結果 と結婚 にお ける態度(問16)と のクロス集計結果である。①A「 貧

困は基本的 に本人の 自己責任 の問題で ある」、④A「 男性 を雇 うか女性 を雇 うか、障害者 を雇 う

か ど うかは、企業 の採用の 自由で ある」、⑥A「 最近、権利 ばか り主張す る人が増 えて困ったも

のだ」 とい う 「新 自由主義的考え」の得 点が0点 の低 い人では 「考 え直す」割合が12.8%と 低

いが、 この得点が3点 と最 も高い人では 「考 え直す」割合 が28.8%に のぼっている。

また②A「 社会 的弱者 に対す る支援や保護 は、真 の平等 をめ ざすた めに必要で ある」、③A「 正

規雇用 ・非正規雇用 にかかわ らず、同 じ価値 の労働 は同一賃金であるべ きであ る」、⑤A「 結婚

は当事者 同士の問題 であ り、二人の意 思が尊重 され るべ きで ある」 とい う 「人権尊重 的考 え」

の得点が0点 の低い人では、「考え直す」割合 が45.8%と 高 く、逆 に得点が2点 、3点 と高い

人 では 「考 え直す」割合は10%台 と低い。

貧 困や福祉 、雇用や結婚 な ど、社会 問題 に対す る考 え方 に人権 の視点が貫 かれているか どう

かが部落出身者 に対す る結婚差別問題 に深 く関わってい ることが明 らかに されてい る。

表10回 転後の成分行列

成分

1 2

新q251 .599 .258

新q252
一
.487 .483

新q253
一
.030 .578

新q254 .651 一 .141

新q255 .186 .716

新q256 .703 .072

因 子 抽 出法:主 成 分分析

回転法:Kaiserの 正 規化を伴う'、●リマックス法

a3回 の 反 復で回転 が収束 しました。
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表11社 会観 と結婚における態度

考え直すグループ 問題にしないグループ

全体 14,296 85.5%

新自由主義的考え

0点 12,896 87.2%

1点 13.9% 86.1%

2点 15,196 84.9%

3点 28,896 71,296

人権尊重的考え

0点 45,896 54.2%

壌点 22,296 77,896

2点 10,796 89.3%

3点 12,796 87,396

[4]同 和教育 ・人権教育への課題

以上の分析 か ら、今後 の同和教 育 ・人権教育に大 きく次 の2っ の課題 を示 しておきたい。

第1は 、小 ・中 ・高 ・大学 における部落問題学習の充実である。部落 問題 とのは じめての出

会いがその後 の部落問題認識 に影響 を与 えている。その意 味で は、最初 に正 しい部落問題 に関

す る理解 が 「刷 り込まれ る」 ことが重要であ る。

その際、差別の現実 が リア リテ ィを持 って受止 められ るか どうか、差別撤廃へ の展望 を共有

できるか どうかは大切 なポイ ン トである。

第2は 、部落問題 をは じめ、障害者や女性 の人権 の課題、貧困や福祉 、雇用や結婚の問題 な

ど、現代社会がかかえるさま ざまな課題 を、社会問題 として科学的 に認識す る ことのできる力

の育成 である。部落 問題 においては、 「部落分散論」 「寝 た子 を起 こす な論」 「宿命論 」の克服

がその第一歩である。また差別 問題の真 の解決のために、「自己責任論」に象徴 され る昨今 の新

自由主義的な発想への批判力 を養 うことが求 められ てい る。
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